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要旨 

①本稿は、福祉サービスＮＰＯの組織的特性をコモンズ型組織という観点（マクロ・アプローチ）か

ら論じた昨年度研究を踏まえ、その理論枠組みを前提としつつ、そこに参加する個人の側からの

調査（ミクロ・アプローチ）を行った。前号から通底するテーマは「ＮＰＯ組織特性の把握と構築」

であり、本稿では、福祉サービスＮＰＯの参加者への調査から、当該組織がコモンズ型組織である

ことの再検証を行った。なお、参加者の意識と実態（経緯・背景、現状、評価や今後の方向性と

いう主たる３つのフェーズ）の分析は前号で行っている。 

②福祉サービスＮＰＯがコモンズ型組織であるというのは、それが利用者と提供者が相互に入れ替わ

るという「相互性」を有することにより、結果として情報共有構造（情報のコモンズ）を実現し

ていると考えられるからである。この相互性に関しては、利用者の17.4％、提供者の14.3％に見

られ、福祉サービスＮＰＯが相互性のある組織（コモンズ型組織）であることが確認された。  

③組織内の情報共有状況については、利用者がサービスの現場に関する情報に、提供者が組織に関す

る情報に偏る傾向があるが、こうした情報共有の実態と相互性との関連を見ると、とりわけ利用

者やその家族がサービスを提供する割合（利用者のサービス提供率）が高いほど情報共有度も高

くなることがわかった。なお今後の継続意向がある人は情報共有度も高く、ここからも情報共有

の重要性が示された。 

④相互性と満足度については、利用者のサービス提供率が高いほど満足度も高くなる傾向があり、提

供者では、将来の利用意向という潜在的な相互性の割合が高いほど満足度も高く、総じてコモン

ズ型組織の意義が示された。 

⑤以上のように、福祉サービスＮＰＯ参加者の意識実態とともに、当該組織が相互性を有するコモン

ズ型組織であることとその意義が示された。特に、提供者側の潜在的な相互性の存在からも示唆

されるように、相互性は必ずしもある一時点で起きているのではなく、時間軸を含んだ、いわば｢過

去の相互性、未来の相互性」として機能しており、ＮＰＯのコミュニティ的側面が明らかとなった

と考えられる。 

 キーワード：福祉サービス、民間非営利組織（ＮＰＯ）、相互性 
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１．コモンズ型組織へのミクロ・ア

プローチ 
 

(1) 昨年度研究と分析枠組み 

近年、民間非営利組織（以下、ＮＰＯ）

への関心が高まっており、とりわけ福祉

サービス分野では、公的介護保険制度下

での役割など、ますますその存在が無視

し得なくなってきている。ところが、今

日においても、ＮＰＯがどのような有効性

や独自性を有するのかに関しては必ずし

も十分な議論がなく、いまだ「未知なる

組織」との印象はぬぐえない。こうした

背景を踏まえ、福祉サービスＮＰＯの組織

特性の分析を行ったのが昨年度研究（宮

垣 2001a, 2001b）である。本稿は別稿（前

号）と併せその継続研究に位置づけられ、

｢ＮＰＯの組織特性の把握と構築」のテー

マのもと、前号では「福祉サービスＮＰＯ

参加者の意識実態の把握」を行うことで、

当該組織に参加する人々の実態を明らか

にした。本稿では、その知見を踏まえ、

もうひとつの目的である「コモンズ型組

織の検証」を行う。なお、福祉サービス

ＮＰＯがコモンズ型組織であるという点

については、昨年度研究（宮垣2001a, 

2001b）において議論した。コモンズ型組

織がいかなる組織であるのかを含め、そ

の要点を簡単に整理しておくと次のよう

になる。  

前号で述べたとおり、本稿が福祉サー

ビスＮＰＯに着目する背景には、公共経済

学における「契約の失敗」の議論と、そ

れを理論的根拠としたＮＰＯの有効性に

関する議論がある。この議論では、福祉

サービスのような準公共財の供給におい

て、サービスの利用者と提供者間におけ

る情報の非対称性が存在する場合、利用

者は提供者がその情報の非対称性を悪用

し不当に利潤をあげることを想定するか

ら、利用者はその選択（サービスの利用）

を行わず、結果としてその需給は社会的

最適に至らないという一種の「市場の失

敗」論を展開した＊1。すなわち営利組織

は情報の非対称性を利用して機会主義的

行動の可能性があるのに対し、非営利分

配制約という制度的特性を有するＮＰＯ

は相対的にその可能性が低いため、ここ

にＮＰＯの有効性が見いだせる（ＮＰＯの

方が信頼され得る）ということになる

(Hansmann 1980, 山内 1997, 矢口 1998

など）。しかし、この議論は必ずしも経験

的・実証的に検討されておらず、いわば

理論仮説の提示にとどまっているという

点で、さらなる議論が必要であるとされ

ている（山田 1999）。 

こうした背景を踏まえ、昨年度研究に

おいては、従来ＮＰＯの有効性に関して上

記の公共経済学で示されてきたＮＰＯの

信頼の議論（これを「ＮＰＯの信頼性仮説」

とした）を糸口にし、組織構造と情報と

いう観点から福祉サービスＮＰＯに見ら

れる独特な信頼メカニズムを導出した。

昨年度研究では、まず多義的な「信頼」

の定義を情報の観点から「情報の不確実

性の解消プロセス（＝情報的信頼）」とし、

その構築にあたっては、いかにその不確

実性を解消するか（＝情報の共有を行う

か）が課題となるとの問題を設定した。

当該組織は、一般の企業組織や行政組織

とは異なり、利用者と提供者が相互に互
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換するという独特の構造（相互性）を持

つことで、事後開示的でないプロセス的

な情報の共有を実現していると考えられ

る。このような共有構造（これを「情報

の共有構造（コモンズ）」とした）の存在

による信頼構築のあり方を「コモンズ型

信頼モデル」とし、その実像を明らかに

することが福祉サービスＮＰＯの特性を

導出する上で重要であるとした＊2。この

ような分析枠組みは、先のＮＰＯの信頼性

仮説に対し、従来経済学的に示されてき

たＮＰＯの非営利分配制約という制度的

特性とは別に、利用者と提供者が相互に

互換的になり得るという組織構造的な特

性から説明が可能であることを含意して

いる。ここでは、コモンズ型組織とはこ

のようなメカニズムを組織構造的に有す

る組織を指し、その典型的な存在が福祉

サービスＮＰＯであるということを確認

しておきたい。 

本稿では、福祉サービスＮＰＯの中にコ

モンズ型組織としての特性を見いだした

昨年度研究を踏まえ、それが組織側から

の調査であったのに対し、個人の側から

その実態を改めて分析する。上述したよ

うに、コモンズ型組織の組織構造的な特

性は、利用者と提供者が相互に互換する

という相互性にある。また、その有効性

は情報的信頼、すなわち情報の不確実性

の解消(＝情報の共有）という点にあった。

したがって、ここでの分析の中心は相互

性の実態と情報共有の実態になるが、併

せて前号で見た満足度との関連について

も検討することにしたい。 

 

(2) 調査概要 

本稿の目的は、福祉サービスＮＰＯの組

織構造特性を個人レベルから把握すると

いう点にあり、上述したように、主とし

て利用者と提供者の互換構造、情報共有

の実態、満足度の3点について分析を行う。 

調査データは、横浜市内で福祉サービ

スを行うＮＰＯのネットワーク組織とし

て1999年9月に設立された「市民セクター

よこはま」の協力を得、その会員団体

(2001年末の時点で83団体）の提供者・利

用者を対象としたアンケート調査であり、

主な調査概要は以下のとおりである(前

号の再掲)。また、調査対象者のプロフィ

ールについては前号を参照されたい。

 

・調 査 対 象     ：福祉サービスＮＰＯに所属するサービス提供者・利用者 

※「市民セクターよこはま」会員団体の参加者 

・調査対象数：調査協力団体68団体の1,028人 

・標 本 抽 出     ：各調査協力団体から5～30人の範囲で無作為に選んだ全数 

・有効回収数：775人（有効回収率：75.4％） 

・調 査 方 法     ：各団体による訪問留置法 

・調 査 時 期     ：2001年12月 
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２．相互性と組織内コミュニケーシ

ョン 
 

(1) 利用者の相互性とコミュニケーショ

ン 

福祉サービスＮＰＯの組織構造的な特

性は、利用者と提供者が相互に互換する

という相互性にある。昨年度研究では、

この相互性を、サービス利用者がどの程

度提供側になることがあるか（利用者の

提供率）と、サービス提供者がどの程度

利用側になることがあるか（提供者の利

用率）について、組織全体におけるそれ

ぞれの割合を調査した。こうしたマク

ロ・アプローチに対し、本稿では、利用

者と提供者自身がそれぞれ実際にどの程

度の提供・利用を行っているのかを把握

するミクロ・アプローチをとる。なお、

個人への実態把握に関しては、一般的に

個々人（とりわけ利用者）が厳密な記録

をとっていることは考えられないため、

利用・提供について、「よく利用・活動す

る」「たまに利用・活動する」「あまり利

用・活動しない」「まったく利用・活動し

ない」の4件法からそれぞれ把握すること

にした。また、併せて、利用者・提供者

それぞれの会合（家族会やミーティング

などの集まり）への参加（出席）状況も

把握した。利用率と提供率が利用者・提

供者間の相互性の把握である一方、会合

出席率は利用者間・提供者間におけるコ

ミュニケーションの濃密度の把握である。

以下では、まず後者から分析を行う。 

サービス利用者間のコミュニケーシ

ョンの実態を全体的に見ると（n=186）、

｢よく参加する」（17.9％）、「たまに参加

する」（14.0％）、「あまり参加しない」

(20.1％）、「まったく参加しない」

(48.0％）となり、全体の3割強の利用者

が出席しているということがわかった。

これを属性別で見ると、まず性別では、

男性の37.9％、女性の30.6％が参加層

(「よく参加する」と「たまに参加する」

の合計、以下同様）となり、男性の方で

出席率が高い。また、団体規模別で見る

と、1～50人（27.5％）、51～100人（32.5％）、

101～150人（50.0％）、151～200人(26.8％）、

201人以上（14.8％）が参加層であり、出

席率は101～150人規模をピークに高く、

規模の小さい組織や大きい組織ではそれ

ぞれ低くなるという特徴がある（図表1）。

また、参加年別では、1989年以前（100.0％）、

1990～1994年（68.8％）、1995～1999年

(35.0％）、2000年以降（14.0％）と、古

くからの参加者の方で出席率が高くなる

という傾向がある。なお、参加頻度別に

見ると、総じて参加頻度が高い方が会合

への出席率が低くなり、頻度が低い方が

高くなるという傾向がある。とりわけ、

会合に「まったく参加しない」という人

は、週5日以上（59.4％）、週2～4日程度

(52.2％）、週1日程度（41.2％）、月2、3

日程度(42.1％）、月1日程度以下（25.0％）

となり、ほぼ一貫した傾向となった。た

だし、このこと（サービス利用が高頻度

であること）は介護・介助が必要な状態

であるために物理的に交流会への参加が

困難であること、参加頻度が高いために

交流会への出席の必要性がないことを反

映したものだと考えられる。 

次に、サービス利用者の相互性の実態、



ＭＯＮＴＨＬＹ ＲＥＰＯＲＴ 

 

 
32 

ＬifeＤesign ＲＥＰＯＲＴ 

2002. 10 

すなわち、サービス利用者（その家族を

含む）がどの程度サービスの提供側にな

ることがあるか（利用者のサービス提供

率）という点について見る。まず全体的

(n=178）には、「よく活動する」（7.3％）、

｢たまに活動する」（10.1％）、「あまり活

動しない」(18.5％）、「まったく活動しな

い」(64.0％）という結果となり、何らか

の割合で活動する層（「よく活動する」と

｢たまに活動する」の合計、以下同様）を

相互性の実質的な構成要素と考えると、

17.4％の利用者がサービスの提供側とな

り、ここから利用者全体の2割弱が提供側

との「互換層」を形成していることがわ

かった。 

これらを属性別に見ると、性別では、

｢まったく活動しない」ではほとんど差が

ないものの、互換層のみに着目すると、

男性の10.5％、女性の21.5％がそれに該

当し、前述の会合への参加状況とは逆の

傾向を示した。この互換層の割合を団体

規模別に見ると、1～50人（17.2％）、51

～100人（20.0％）、101～150人（11.9％）、

151～200人（25.7％）、201人以上（16.0％）

となり、151～200人規模の組織で高いこ

とがわかる。同様に、互換層の割合を参

加年別に見ると、1989年以前（25.0％）、 

 

図表１ 利用者の会合出席状況（団体規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ 利用者のサービス提供状況（会合への出席状況別） 
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1990～1994年(41.2％）、1995～1999年

（12.9％）、2000年以降（20.4％）となり、

1990～1994年に参加した人が高い。参加

頻度別では、週5日以上（9.4％）、週2～4

日程度(18.0％）、週1日程度（16.0％）、

月2、3日程度（27.8％）、月1日程度以下

（36.4％）という結果となり、ほぼ参加

頻度が低いほど互換層の形成率が高くな

った。これは、先の会合出席状況と同様

の結果（参加頻度が低いほど会合出席率

が高い）であり、参加頻度と互換層の形

成率が相補的な関係であることを示して

いる。 

こうした会合への参加状況と互換層

の形成率（利用者のサービス提供率）と

の間には密接な関係がある。この両者の

関係を見ると、交流会や家族会へ「よく

参加する」（35.5％）、「たまに参加する」

(28.0％）、「あまり参加しない」(19.5％）、

｢まったく参加しない」（7.0％）となり

(カッコ内は互換層の割合）、会合への出

席率が高いほど、互換層の形成率が高い

という結果となった。利用者間のコミュ

ニケーションが濃密な人ほど、利用者・

提供者間の相互性への寄与率が高いと考

えられる（図表2）。 

 

(2) 提供者の相互性とコミュニケーショ

ン 

サービス提供者の状況についても、提

供者間のコミュニケーションの濃密度を

示す会合などへの参加状況と、サービス

の利用者側になる割合（互換層の形成率）

の2つから検討することにする。 

まず、提供者間のコミュニケーション

の濃密度に関して、会合やミーティング

などといった集まり（会合）への参加状

況を見ると、全体では、「よく参加する」

(63.0％）、「たまに参加する」（28.0％）、

｢あまり参加しない」（7.5％）、「まった

く参加しない」（1.5％）となり、参加層

(「よく参加する」と「たまに参加する」

の合計）はサービス提供者全体の9割以上

を占め、極めて高い出席率であるという

ことがわかった（n=535）。 

これを属性別で見ると、性別では、男

性の参加層が87.2％であるのに対し、女

性は91.8％と、女性の方で出席率が高く

なった。この結果は、前述の利用者の会

合出席状況とは異なり、提供者側では女

性の方が提供者間のコミュニケーション

が濃密であるということになる。団体規

模別での違いは見いだせなかったが、参

加年別では、会合へ参加している層の割

合が、1989年以前（100.0％）、1990～1994

年(97.4％）、1995～1999年（93.2％）、2000

年以降（76.4％）となり、古くからの参

加者の方が会合への出席率が高いという

一貫した傾向があった。 

この会合出席状況を提供者の当該団

体における立場の違いから見ると、中心

メンバー（98.4％）、主要メンバー

(100.0％）、担い手としてのみ参加するメ

ンバー（87.8％）、必要に応じて参加する

メンバー（78.0％）となり、中心・主要

メンバーで会合への出席率が高いという

ことがわかる（カッコ内は参加層の合計）。

組織内の会合やミーティングなどは中

心・主要メンバーが取り仕切ることが専

らであるから、これはいわば当然の結果

であると言ってよい。ここではむしろ、

担い手としてのみ参加しているメンバー
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においても、9割近くが参加しているとい

う実態が重要であろう（図表3）。 

次に、サービス提供者の互換層の形成

率、すなわちサービス提供者（その家族

を含む）がどの程度サービスを利用する

側になり得るか（提供者のサービス利用

率）について見てみると、全体（n=523）

では、「よく利用することがある」

(5.9％）、「たまに利用することがある」

(8.4％）、「あまり利用しない」（10.5％）、

｢まったく利用しない」(75.1％）となり、

提供者全体の14.3％が互換層を形成して

いるということがわかった。 

このサービス提供者の互換層の形成

率を属性別に見ると、性別では、男性

(17.0％）、女性（14.5％）と、互換層の

形成率は男性の方がわずかに多い。また、

｢まったく利用しない」とした人は女性の

方が多くなっている（男性：64.4％、女

性：75.8％）。参加頻度や団体規模別での

違いは見いだせず、参加年別においても、

1989年以前（21.2％）、1990～1994年

(17.1％）、1995～1999年（12.2％）、2000

年以降（16.1％）と、相対的に古くから

の参加者の方が互換層の形成率は高くな

っているものの、極端に大きな違いや一

貫性は見いだせない。 

さらに提供者の立場の違いから見る

と、中心メンバー（20.3％）、主要メンバ 

 

図表３ サービス提供者の会合出席状況（当該団体での立場別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４ 提供者のサービス利用状況（当該団体での立場別） 
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ー（13.0％）、担い手としてのみ参加する

メンバー（9.6％）、必要に応じて参加す

るメンバー（27.1％）となった（カッコ

内は互換層の形成率の合計）。担い手とし

てのみのメンバーに比べ、中心・主要メ

ンバーの方の形成率が高い一方で、必要

に応じて参加するメンバーの形成率が最

も高いという結果となった（図表4）。 

 

 

３．福祉サービスＮＰＯにおける情

報共有の実態 
 

(1) 情報の共有状況 

福祉サービスＮＰＯがコモンズ型組織

であることの検証にあたり、2つ目の主要

な分析項目は組織における情報共有の状

況である。コモンズ型組織は、上に見た

ような利用者と提供者が相互に入れ替わ

るという相互性を特性としつつ、その特

性故に、情報の非対称性（不確実性）が

生じ難い構造を特徴とする。ここで言う

情報の非対称性（不確実性）の解消とは、

情報共有がどれだけなされているかを意

味するから、ここでの分析項目は、組織

に関する様々な情報に関して、サービス

の利用者と提供者がそれぞれどの程度そ

れを把握しているかという情報の周知状

況ということになろう。したがって、情

報の周知状況度が高いほど、それだけ多

くの人に情報が共有されていると考える

ことができる。なお、組織における情報

については、利用者・提供者ともに、「利

用者（他の利用者）のことや様子につい

て」「担い手（他の担い手）のことや様子

について」「日ごろの活動の情報や案内」

｢活動実績・会計報告」「活動や団体の雰

囲気」「団体やサービスの評判」「団体の

方針・主張、問題意識」「団体の歴史や経

緯」の8項目から把握した。 

まず、サービス利用者の情報周知状況

について、それぞれの項目に対し「よく

知っている」と「ある程度知っている」

を合計したものを「知っている」とした

場合、順に、「担い手のことや様子につい

て」(53.1％）、「活動や団体の雰囲気」

(51.7％）、「団体やサービスの評判」

(50.6％)、｢日ごろの活動の情報や案内」

(44.8％）、｢団体の方針・主張、問題意識」

(41.1％）、｢利用者のことや様子につい

て」(39.4％）、｢団体の歴史や経緯」

(36.4％）、「活動実績・会計報告」

(29.9％）となり、上位3項目に関しては

半数以上の人が把握するという結果とな

った（図表5）。 

この上位3項目は、いずれも現場レベ

ルにおいて利用者が安心してサービスを

受けるにあたり重要な情報であり、これ

らの情報に対して半数以上の人が把握し

ているという状況は福祉サービスＮＰＯ

の特徴を極めてよく示していると考えら

れる。他方、「団体の歴史や経緯」や「活

動実績・会計報告」の周知度は低くなっ

ているが、これらはいずれも組織レベル

に関する情報であり、現場レベルの情報

と組織レベルの情報との周知度の違いが

存在していることがわかる。 

一方、サービス提供者の情報周知状況

については、順に、「活動や団体の雰囲

気」（90.9％）、「日ごろの活動の情報や

案内」（88.3％）、「団体の方針・主張、問

題意識」（85.7％）、「団体の歴史や経緯」



ＭＯＮＴＨＬＹ ＲＥＰＯＲＴ 

 

 
38 

ＬifeＤesign ＲＥＰＯＲＴ 

2002. 10 

(83.3％）、「担い手のことや様子につい

て」（83.0％）、「活動実績・会計報告」

(81.6％）、「団体やサービスの評判」

(78.5％）、「利用者のことや様子につい

て」（76.8％）となり、利用者に比して総

じて高い周知度であることがわかるが、

最も把握している項目（「活動や団体の雰

囲気」）と把握していない項目（「利用者

のことや様子について」）は10ポイント以

上の開きがある。 

提供者が把握している上位の項目(「活

動や団体の雰囲気」「日ごろの活動の情

報や案内」「団体の方針・主張、問題意識」

｢団体の歴史や経緯」）に関しては、いず

れも組織レベルについてのものであり、

これらは実際に組織にかかわっている立

場であるから当然のことであるにしても、

利用者の周知状況とはちょうど逆のパタ

ーンとなっている点が特徴であると言え

よう。同様に、「団体やサービスの評判」

や「利用者のことや様子について」など、

現場レベルの情報が他に比べ低い周知度

となったが、これも利用者のパターンと

逆の結果となっている。 

 

（２）求められる情報 

福祉サービスＮＰＯにおける組織の情

報周知状況に関連して、必要とされてい

る情報と、提供者がサービス提供にあた

って有益な情報がどこからもたらされて

いるかについて見ておきたい。 

まず、必要とされている情報に関して、

全体（n=775）では、必要度が高い順に、

｢利用者のことや様子について」（39.5％）、

｢団体の方針・主張、問題意識」（36.3％）、

｢日ごろの活動の情報や案内」（35.0％）、

｢団体やサービスの評判」（33.2％）、｢担

い手のことや様子について」(31.2％）、

｢活動や団体の雰囲気」（16.3％）、「活動

実績・会計報告」（16.1％）、「その他」

(4.8％）となった。利用者に関する情報

を除き、組織レベルの情報が求められて

いるということがわかる。なお、属性別

に見ると、とりわけ参加種別において違

いが大きく、利用者側では、「日ごろの活

動の情報や案内」「団体の方針・主張、問

題意識」など、組織レベルにかかわる情

報が、提供者側では、「利用者のことや様

子について」「団体やサービスの評判」な

ど、比較的現場レベルにかかわる情報が

より求められていることがわかった（図

表は割愛）。 

サービス提供者に関して、最も有益な

(役に立つ）情報がどこからもたらされて

いるかについて見ると、「団体の集まり

や会合」が最も多く、次いで「他の担い

手などからの口コミ」「講習会や研修会、

セミナー」と続いている。「団体の集まり

や会合」が最も多くなったのは、組織に

おける情報交換・情報共有の「場」の重

要性を示していると考えられる。 

属性別で見ると、性別では大きな違い

が見いだせないものの、当該団体での立

場別では中心・主要メンバーが、参加頻

度別ではその頻度が高い人など、総じて

組織へのコミットが強い立場にあるほど

高い割合を示している。また、参加年別

に見ると、近年になって参加した人ほど

｢他の担い手などからの口コミ」への依存

率が高く、「講習会や研修会、セミナー」

への依存率が低くなる傾向がある（図表6）。 
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（３）情報共有度を高める背景 

次に、前述のような情報の周知状況を

踏まえ、これらが組織における相互性や

コミュニケーションの状況とどのような

関連があるかについて、より詳細に検討

することにしたい。分析では、先の情報

の周知状況で示された8項目を得点化（各

項目それぞれについて「よく知っている

＝4点」｢ある程度知っている＝3点｣ ｢あ

まり知らない＝2点」「まったく知ら 

 

図表５ 利用者と提供者の情報周知度の順位 

利   用   者 順位 提   供   者 

「担い手のことや様子について」 （53.1％） 1 「活動や団体の雰囲気」 （90.9％） 

「活動や団体の雰囲気」 （51.7％） 2 「日ごろの活動の情報や案内」 （88.3％） 

「団体やサービスの評判」 （50.6％） 3 「団体の方針・主張、問題意識」 （85.7％） 

「日ごろの活動の情報や案内」 （44.8％） 4 「団体の歴史や経緯」 （83.3％） 

「団体の方針・主張、問題意識」 （41.1％） 5 「担い手のことや様子について」 （83.0％） 

「利用者のことや様子について」 （39.4％） 6 「活動実績・会計報告」 （81.6％） 

「団体の歴史や経緯」 （36.4％） 7 「団体やサービスの評判」 （78.5％） 

「活動実績・会計報告」 （29.9％） 8 「利用者のことや様子について」 （76.8％） 

注：カッコ内の数字は「よく知っている」と「ある程度知っている」の合計 

 

図表６ サービス提供者にとって役に立つ情報の経路（属性別） 

（単位：％） 

 他の担い手

などからの

口コミ 

団体の集ま

りや会合 

講習会や研

修会、セミナ

ー 

利用者やそ

の家族から

の口コミ 

マスコミ その他 

【性別】       

男性 （n= 59） 55.9 64.4 47.5 20.3 35.6 3.4 

女性

 （n=479

） 

54.9 65.3 51.8 26.7 28.2 2.5 

【当該団体での立場別】       

中心メンバー

 （n=125

） 

57.6 74.4 66.4 37.6 44.8 5.6 

主要メンバー （n= 77） 59.7 67.5 62.3 26.0 36.4 2.6 

担い手としてのみ

 （n=270

） 

54.4 60.4 47.0 22.2 22.2 1.9 

必要に応じて参加 （n= 52） 44.2 69.2 28.8 21.2 19.2 － 

その他 （n=  

4） 
25.0 50.0 50.0 － 50.0 － 

【参加年別】       

～1989年 （n= 36） 47.2 66.7 63.9 19.4 30.6 8.3 

1990～1994年

 （n=114

） 

54.4 77.2 59.6 28.6 28.1 2.6 

1995～1999年

 （n=263

） 

54.8 63.5 47.9 20.9 27.0 2.7 

2000年～

 （n=107

） 

59.8 53.3 47.7 33.6 31.8 0.9 

【参加頻度別】       

週5日以上 （n= 67） 59.7 80.6 68.7 38.8 46.3 9.0 
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週2～4日程度

 （n=185

） 

52.4 67.0 61.1 27.0 30.8 1.1 

週1日程度

 （n=128

） 

49.2 58.6 48.4 23.4 26.6 1.6 

月2、3日程度 （n= 91） 61.5 61.5 34.1 17.6 20.9 2.2 

月1日程度以下 （n= 63） 65.1 63.5 34.9 25.4 20.6 3.2 

【団体規模別】       

1～50人

 （n=105

） 

52.4 71.4 55.2 24.8 28.6 4.8 

51～100人

 （n=132

） 

56.8 59.8 43.2 25.0 28.8 3.0 

101～150人 （n= 68） 54.4 72.1 50.0 26.5 22.1 2.9 

151～200人 （n= 91） 56.0 59.3 56.0 29.7 31.9 3.3 

201人～ （n= 96） 56.3  68.8  58.3  22.9  32.3  － 

ない＝1点」）し、その一貫性を踏まえ

(Chronbach のα＝0.934）、32点を最高点

とする「情報共有度得点」を作成した。

以下では、サービス利用者・提供者それ

ぞれについて、前述した組織の相互性や

コミュニケーションにかかわる項目と、

主として属性にかかわる項目群に見られ

る情報共有度得点の違いを検討する（一

元配置分散分析）。 

まず、サービスの利用者について見る

と、利用者がサービス提供側になること

がある割合（活動率）、すなわち互換層の

形成率との関係では、寄与率が高いほど

情報共有度得点が高いということがわか

る。このことは、相互性の有無が情報の

共有に大きな影響を与えているというこ

とを意味し、こうした互換層を有するコ

モンズ型組織が情報共有において一定の

有効性を発揮し得るという結論を導くだ

ろう。同様に、団体内でのつきあいと会

合への参加度についても、つきあいや出

席率が高いほど情報共有度が高いという

ことがわかる（図表8）。 

また、サービス利用者の情報共有度を

属性別に見ると、先に見た分析とほぼ同

じ結果となったが、性別や団体規模、参

加頻度に関しては必ずしも有意な差とは

言えない。今後の継続意向による違いを

見ると、必ずしも一貫していると言えな

いとはいえ、継続意向が高い人ほど情報

共有度が高く、逆に継続意向のない人

(「現在やめることを考えている」）ほど、

情報共有度が低いことがわかった。利用

者の維持という観点から、情報共有の重

 

図表８ 情報共有度の平均（利用者） 

  度 数 平均値 

よく活動する 12 25.3 

たまに活動する 17 21.9 

あまり活動しない 24 19.9 

まったく活動しない 95 16.7 

活動率（互換層

の形成率）別*** 

合計 148 18.5 

よく参加する 26 23.4 

たまに参加する 20 20.8 

あまり参加しない 32 18.3 

会合出席頻度別

*** 

まったく参加しない 70 16.1 
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 合計 148 18.5 

多くの人と親しくしている 24 24.5 

何人かは親しい人がいる 64 19.8 

あいさつをする程度 25 17.3 

ほとんどつきあいはない 46 14.9 

団体内でのつき

あい別*** 

合計 159 18.7 

～1989年 4 23.5 

1990～1994年 15 23.4 

1995～1999年 79 19.2 

2000年～ 56 16.8 

参加年別*** 

合計 154 18.9 

続けたい、続けるつもり 148 19.0 

他にいい団体があれば変えたい 3 21.7 

現在やめることを考えている 1 8.0 

わからない 9 13.1 

継続意向別** 

合計 161 18.7 

注：*** p<0.001、** p<0.01 
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要さがうかがえる結果であると言える。 

一方、サービス提供者について見ると、

まず、提供者がサービスの利用者側にな

ることがある割合（互換層の形成率）と

の関係では、サービス利用者の場合と同

様、形成率が高いほど情報共有度得点が

高いということがわかる（ただし、必ず

しも有意な差とは言えず、利用者におけ

る形成率ほどの役割を果たしていないこ

とが推察される）。また、団体内でのつき

あいと会合への参加度については、つき

あいや出席率が高いほど情報共有度が高

いという結果となり、主として提供者間

のコミュニケーションの濃密度の効果が

示された（図表9）。 

属性別に見ると、サービス利用者の場

合と同様、性別、団体規模、参加頻度は

必ずしも有意な差とはなっておらず、他

の項目と比べて強い関連性は見られない。

さらに、今後の継続意向による違いを見

ると、必ずしも一貫していると言えない

とはいえ、「続けたい、続けるつもり」と

 

図表９ 情報共有度の平均（提供者） 

  度 数 平均値 

よく利用する 26 26.3 

たまに利用する 39 26.4 

あまり利用しない 46 24.9 

まったく利用しない 345 24.9 

利用率（互換層

の形成率）別 

合計 456 25.1 

よく参加する 298 26.6 

たまに参加する 126 22.7 

あまり参加しない 29 21.6 

まったく参加しない 9 19.9 

会合出席頻度別

*** 

合計 462 25.1 

多くの人と親しくしている 191 28.0 

何人かは親しい人がいる 210 23.8 

あいさつをする程度 50 21.0 

ほとんどつきあいはない 20 20.8 

団体内でのつき

あい別*** 

合計 471 25.1 

中心メンバー 113 28.3 

主要メンバー 69 27.0 

担い手としてのみ 234 23.6 

必要に応じて参加する 41 22.8 

その他 5 23.4 

団体での立場別

*** 

合計 462 25.2 

～1989年 27 28.3 

1990～1994年 102 27.4 

1995～1999年 236 24.9 

2000年～ 91 22.0 

参加年別*** 

合計 456 25.1 

続けたい、続けるつもり 416 25.4 

他にいい団体があれば変えたい 7 23.9 

現在やめることを考えている 9 24.1 

わからない 37 22.8 

継続意向別** 

合計 469 25.1 

利用するつもり 148 26.5 

おそらく利用する 222 24.7 

あまり利用したくない 23 22.7 

利用するつもりはない 52 23.9 

将来の利用意向

別*** 

合計 445 25.1 

注：*** p<0.001、** p<0.01、* p<0.05 
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した人の方が、「現在やめることを考え

ている」とした人よりも情報共有度は高

く、利用者同様、活動の継続意向と情報

共有の高さが密接な関係にあることがわ

かった。また、現在サービスを提供して

いる人が、将来当該団体でサービスを利

用したいか（家族を含む）についての意

向との関連では、利用意向がある人ほど

情報共有度が高いという結果となってお

り、将来的な利用者獲得という観点から、

現時点での情報共有の重要性を示してい

る。将来の利用意向とは、将来における

相互性を高める要因、すなわち潜在的な

互換層を意味するので、この点からも、

コモンズと情報共有には密接な関連があ

ると考えることができよう。 

 

 

４．相互性・情報共有と満足度 
 

(1) 利用者満足度 

これまで見てきたように、利用者と提

供者それぞれにおいて互換層が一定の割

合（利用者：17.4％、提供者：14.3％）

で見いだされ、さらに、それは情報の共

有にとって重要な役割を果たしている可

能性が導かれた。 

以上の知見を踏まえ、最後に、サービ

スの利用者と提供者のそれぞれにおいて、

これらの特性が満足度とどのような関係

にあるかについての分析を行う。 

満足度については前号においても取

り上げたが、ここでは、それらを得点化

した上で、一元配置分散分析を行う。な

お、満足度は、「サービス・活動の回数や

時間」「サービス・活動の内容」「サービ

ス・活動の料金や会費（報酬や対価）」「担

い手（利用者）との人間関係」「団体運営

のあり方」「自分が望んだサービスを受

けられているか（自分がしたい活動がで

きているか）」「他の利用者や家族（他の

スタッフ・担い手）との人間関係」の7

項目から把握している（以上利用者につ

いて。上記各項目のカッコ内は提供者の

質問項目）。これらの各項目について、｢満

足＝4点」「やや満足＝3点」「やや不満＝2

点」｢不満＝1点」と得点化し、利用者・

提供者におけるそれぞれの一貫性

(Chronbach のα＝利用者：0.8728、提供

者：0.8624）を踏まえて、28点を最高点

とする「総合満足度得点」を作成した。 

まず、サービス利用者の満足度得点を

見ると、利用者がサービスの提供側にな

ることがある割合（互換層の形成率）と

の関係では、「よく活動する」人の方が相

対的に満足度が高くなる傾向がある(図

表10）。一方、団体内でのつきあいがある

人の方が満足度はやや高くなる傾向にあ

るが必ずしも有意ではなく、また「多く

の人と親しくしている」人の満足度は低

くなる。さらに、サービスの利用者に関

しては、現在のサービスを抵抗感なしに

安心して利用できているかを聞いている

が、これによると、安心度が高い人ほど

満足度も高くなっており、安心度と満足

度には極めて密接な関連が見いだせる。

継続意向別に見ても継続意向の強い人は

満足度も高いという結果となった。なお、

属性別では、性別、団体規模別、参加年

別における平均の差が必ずしも有意では

なかった。 
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図表１０ 総合満足度得点の平均（利用者） 

  度 数 平均値 

よく活動する 10 25.9 

たまに活動する 15 23.7 

あまり活動しない 24 22.5 

まったく活動しない 67 24.5 

活動率（互換層

の形成率）別* 

合計 116 24.1 

多くの人と親しくしている 19 22.9 

何人かは親しい人がいる 42 24.8 

あいさつをする程度 23 24.2 

ほとんどつきあいはない 32 23.9 

団体内でのつき

あい別 

合計 116 24.1 

安心している 75 25.4 

まあ安心している 34 22.3 

あまり安心していない 3 16.7 

安心していない 1 13.0 

安心度別*** 

合計 113 24.1 

続けたい、続けるつもり 112 24.3 

他にいい団体があれば変えたい 2 20.0 

わからない 4 20.8 
継続意向別* 

合計 118 24.1 

注：*** p<0.001、* p<0.05 

 

図表１１ 満足度の平均（提供者） 

  度 数 平均値 

よく利用する 24 23.9  

たまに利用する 33 23.6  

あまり利用しない 47 22.3  

まったく利用しない 312 22.8  

利用率（互換層

の形成率）別 

合計 416 22.9  

多くの人と親しくしている 175 23.6  

何人かは親しい人がいる 187 22.5  

あいさつをする程度 45 21.7  

ほとんどつきあいはない 17 20.7  

団体内でのつき

あい別*** 

合計 424 22.8  

余暇活動のひとつ 31 24.4  

収入となる仕事 51 21.7  

社会参加活動 227 22.8  

社会の一員の義務 43 23.4  

学習・成長の場 65 22.8  

その他 8 21.8  

活動の位置づけ

別* 

合計 425 22.8  

続けたい、続けるつもり 374 23.1  

他にいい団体があれば変えたい 8 20.3  

現在やめることを考えている 10 20.4  

わからない 30 20.5  

継続意向別*** 

合計 422 22.8  

利用するつもり 138 23.7  

おそらく利用する 203 22.6  

あまり利用したくない 23 21.4  

利用するつもりはない 47 21.9  

将来の利用意向

別** 

合計 411 22.8  

注：*** p<0.001、** p<0.01、* p<0.05 
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(2) 提供者満足度 

一方、サービスの提供者に関しては、

まず提供者がサービスの利用側になるこ

とがある割合（互換層の形成率）との関

連でみると、「よく利用する」人の満足度

がほぼ高くなっていることがわかり、利

用者同様、相互性と満足度の関連を見い

だすことができる（図表11）。ただし、必

ずしも有意な結果とはなっておらず、利

用者ほど、提供者の満足度に影響してい

ると断定することはできない。 

同様に、必ずしも有意な結果とはなっ

ていないものの、ミーティングなどの会

合への出席率が高いほど満足度が高くな

っている。これに関連して、団体内での

つきあいの状況との関連を見ると、濃密

なつきあいをしている人の方において満

足度が高いという結果となった。なお、

属性別では、性別、当該団体での立場、

参加年、参加頻度などにおける平均の差

が必ずしも有意ではないという結果とな

っている。 

サービス提供者に関して興味深いの

は、活動の位置づけによる満足度の違い

であり、現在の活動を「余暇活動のひと

つ」や「社会の一員の義務」「社会参加活

動」と位置づけている人は、満足度が高

くなる一方で、「収入となる仕事」とした

人は相対的に満足度は低くなる。働く場

としての福祉サービスＮＰＯの難しさが

現れていると考えられよう。 

また、将来の継続意向との関連を見る

と、継続意向が強い人で満足度が高くな

っていることがわかる。さらに、現在サ

ービスの提供を行っている人が、将来利

用する側になりたいと考えるかという、

｢潜在的な相互性」との関連で見ると、将

来の利用意向が高い人の満足度がほぼ高

くなった。前述した現在の相互性におい

ては、必ずしも満足度との強い関係を断

定することはできなかったが、将来の相

互性との関連は見いだすことができ、提

供者に関する相互性と満足度の関連は、

現在よりもむしろ将来におけるそれが影

響するということになる。 

 

 

５．要約とまとめ 
 

本稿では、福祉サービスＮＰＯ参加者の

意識と実態について分析を行った前号を

踏まえつつ、当該組織をコモンズ型組織

という観点からその検証を行った。コモ

ンズ型組織は、サービスの利用者と提供

者が相互に互換的な層を形成することで、

｢信頼」を確保することを意味する情報の

非対称性（不確実性）の解消、すなわち

情報共有を行い得るという構造的特性を

有すると考えられる。ここでは、この特

性と有効性にかかわる、相互性と情報共

有の実態、及び利用者・提供者それぞれ

の満足度との関連を中心に分析を行った。

以下、これらの分析を要約しつつ振り返

ることにしたい。 

 

①相互性の実態 

まず、サービス利用者と提供者の相互

性に関して、利用者の実態から整理する

と、その互換層を形成し得る割合（利用

者のサービス提供率＝互換層の形成率）

が利用者全体の17.4％となることがわか

った。この割合は、参加年別では1990～
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1994年に参加した人で高くなっており、

参加頻度別ではその頻度の低い人ほど高

くなる。また、利用者間のコミュニケー

ションの場である交流会や家族会などの

会合への参加状況を見ると、利用者全体

の32.8％と3割以上の人が会合へ参加し

ている。この割合は、参加年別では古く

からの参加者の方で、また参加頻度別で

はその頻度の低い人の方で高くなる傾向

が見いだされた。この相互性と会合出席

率には密接な関係があり、会合出席率が

高い人ほど相互性が高まるという点が明

らかとなっている。 

提供者の相互性に関しては、提供者が

利用する側になることがある割合（提供

者のサービス利用率＝互換層の形成率）

が提供者全体の14.3％に及ぶことがわか

った。この割合は、必要に応じて参加す

るメンバーが最も高く、また中心・主要

メンバーの方が担い手としてのみ参加す

るメンバーよりも高くなる傾向がある。

提供者間のコミュニケーションの「場」

であるミーティングなどの会合への参加

状況では、提供者全体の91.0％と、9割を

超える高い出席率となっている。この割

合は、中心・主要メンバーであることや、

古くからの参加者であることなど、組織

へのコミットが強い人ほど高くなる傾向

にある。 

 

②情報共有の実態と相互性 

次に情報共有の実態に関して整理す

ると、8項目の情報周知状況のうち、利用

者では「担い手のことや様子について」

｢活動や団体の雰囲気」「団体やサービス

の評判」が、提供者では「活動や団体の

雰囲気」「日ごろの活動の情報や案内」

｢団体の方針・主張、問題意識」の周知度

が高くなっている。利用者が現場に関す

る情報に、提供者が組織に関する情報に

偏り、双方のパターンが逆になる傾向が

見いだされる。また、必要とされる情報

に関しても、利用者では「日ごろの活動

の情報や案内」や「団体の方針・主張、

問題意識」などの組織レベルの情報が、

提供者では「利用者のことや様子につい

て」や「団体やサービスの評判」などの

現場レベルの情報が求められていること

がわかった。これらは、先の情報周知状

況の実態にほぼ対応していると考えられ、

それ故、利用者と提供者のパターンが逆

転する傾向にある。 

こうした情報共有の実態について、そ

れらを得点化した上で先の相互性との関

連を見ると、利用者においては、互換層

の形成率が高いほど情報共有度の平均値

も高くなっており、会合への参加状況や

団体内でのつきあいについても、それが

濃密であるほど情報共有度が高いという

結果となった。この平均値の差は、属性

別のほとんどの項目では有意な差とはな

っておらず、それだけ相互性との関連が

際立つ結果となっている。一方、提供者

においては、互換層の形成率が高いほど

情報共有度の平均も高くなる傾向が見い

だせたが、必ずしも有意な差ではなかっ

た。しかし、将来利用することを考えて

いるかという潜在的な相互性との関連で

見ると、将来利用しようと考えている人

ほど情報共有度が有意に高く、提供者の

相互性と情報共有度には時間という要因

が介在することが示唆された。なお、利
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用者・提供者ともに、今後の継続意向が

ある人ほど情報共有度も高い結果となっ

ており、この点からも情報共有の重要性

が示された。 

 

③相互性と満足度 

最後に、相互性と満足度（総合満足度

得点）の関係について整理すると、利用

者においては、活動率（互換層の形成率）

が高い利用者ほど満足度がほぼ高くなる

傾向があり、属性別では有意な差が見い

だせなかったことを考えると、その重要

性が浮き彫りとなった。また、今後の継

続意向も現在のサービスの安心度につい

ても、それらが高いほど満足度も高くな

ることがわかった。 

一方、提供者においても、利用率（互

換層の形成率）が高いほど満足度が高く

なる傾向があるが、必ずしも有意な差で

はなかった。しかし、将来の利用意向と

いう潜在的な相互性との関連で見れば、

その割合が高くなるほど満足度もほぼ高

くなる傾向となった。同様に、今後の継

続意向についても、その意向が高い人ほ

ど満足度も高い。また、生活の中での活

動の位置づけとの関連では、「社会参加

活動」「余暇活動のひとつ」に位置づけて

いる人に比べ、「収入となる仕事」として

いる人の満足度が低くなっている。福祉

サービスＮＰＯが、働く場としてはいまだ

課題が多いことを示す結果であると言え

よう。 

 

以上のように、福祉サービスＮＰＯにお

いては、利用者・提供者ともに、それぞ

れ1割から2割の幅で相互互換層を形成し

ており、当該団体がコモンズ型組織とし

ての特性を有していることをミクロ・レ

ベルから確認することができた。組織レ

ベルからの調査であった昨年度研究と併

せ、福祉サービスＮＰＯがコモンズ型組織

としての特性を有するということがほぼ

確認されたといっていいのではないだろ

うか。 

また、こうした相互性は、利用者間・

提供者間それぞれにおけるコミュニケー

ションの「場」とともに、情報共有度と

密接な関連があり、相互性というコモン

ズ型の情報共有の意義が認められたと考

えられる。同様に、相互性が継続意向や

満足度とも関連があり、情報共有のみな

らず、組織や活動の高い評価にも結びつ

くことが示された。なお、この相互性は、

提供者にとっては現在よりもむしろ将来

の相互性が大きな位置を占めることも重

要な知見であろう。すなわち、相互性は

必ずしもワンショット（ある一時点）で

起こっているのではなく、利用者の家族

がやがて提供する側になる、現在の提供

者が将来利用する側になるという時間軸

を含んだものであり、いわば「過去の相

互性、未来の相互性」として機能してい

ると考えられる。こうした時間軸を含ん

だ相互性は、ある一定の範囲内で相互扶

助的な関係を構築する「コミュニティ」

的なものであり、民間非営利組織（ＮＰＯ）

が、組織でありながらも、その伝統的な

組織観からしばしば逸脱するような特性

を示したり、「組織かコミュニティか」と

いった定義問題を必要とするのは、まさ

にこの「相互性」故のことであるといえ

るだろう。福祉サービスＮＰＯに限らず、
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ＮＰＯ全体への期待が高まる中で、ＮＰＯ

自身はその組織力が問われている。しか

し、以上の特性を踏まえると、その方向

性は、既存の組織観やそれに基づくマネ

ジメントをそのまま適用することではな

く、ＮＰＯならではの「相互性」をどのよ

うに活かしていくかという点にあるので

はないだろうか。

（研究開発室 研究員） 
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【脚注】 

＊1 筆者（2001a, 2001b）は、準公共財的性質を持つ財・サービスのうち、とりわ

け人の生死や将来、プライバシーに直接かかわり、かつやり直しがきかないとい

う不可逆なサービスを「ヒューマンサービス」として別に概念化した。情報の非

対称性は、あらゆる財・サービスに想定することができるが、それが決定的に問

題となるのは、ヒューマンサービス領域においてである。また、情報の非対称性

という語も、正確には、情報の過不足のみならず、その検証不可能性や複雑性も

含めて「情報の不確実性」とすべきである。以上の2点は、従来の公共経済学に

おける議論と異なる用法であるため、ここでは議論の関連性を優先し、従来の用

法を採用している。 

＊2 「コモンズ」とは本来「共有地」を意味し、参加者が共同で利用・管理する空

間や社会関係を指す。また、経済学においては、個々人の合理的な行動が結果と

して全体の不利益をもたらすとする「共有地の悲劇」モデルがあるが、本稿にお

いて述べている「情報のコモンズ」は、物理的な空間ではなく、情報という本来

的に占有できないものの共有のしくみを指している。 
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